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・「業績概要（連結・個別）」を記載しております。

・連結経営成績については，当年度において，販売電力量（小売）の減少はあっ
たものの，卸電力取引所の積極的な活用や他社への卸売の増加などによる
他社販売電力料の増加に加え，燃料費調整額の影響などにより，売上高は
２兆７１３億円となり，前年度に比べ１,２１７億円の増収となりました。

・一方で，継続的な効率化の取り組みによる経費全般の削減などに努めたもの
の，燃料価格の上昇による燃料費の増加などにより，経常費用が増加したこと
から，経常利益は８８４億円となり，前年度に比べ１６２億円の減益となりました。

・また，２０１８年度供給計画において，東日本大震災後の早期の供給力確保を
目的に設置した緊急設置電源の廃止を決定し，これに伴う費用を特別損失に
計上したことなどから，親会社株主に帰属する当期純利益は４７２億円となり，
前年度に比べ２２７億円減少しました。

・なお，個別決算ベースの経常利益前年度比の増減要因は，スライドの下に
記載のとおりです。
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・「燃料費と燃料費調整額のタイムラグ影響」のイメージ図を記載しております。

・２０１６年度に比べ１４０億円の収支悪化要因となっています。
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・「電力需給実績」を記載しております。

・下段に販売電力量（小売）を記載しております。前年に比べ冬場の気温
が低かったことによる暖房需要の増加があるものの，契約電力の減少や
夏場後半の気温が低かったことによる冷房需要の減少などから，７２０億
ｋＷｈの実績となりました。

・競争の進展に伴う契約電力の減少はありますが，引き続き，新料金プラ
ンや新サービスの開発・充実に取り組み，より多くのお客さまから当社を
お選びいただけるよう努めているところです。
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・個別決算ベースの「主要諸元・収支変動影響額」を記載しております。

・２０１６年度と比べ，原油ＣＩＦと為替が燃料費の増加要因となっています。

・また，「出水率」が前年度の８５．６％から１０８．３％へ向上し，業績の
改善に繋がっております。

・「収支変動影響額」は下段に記載のとおりです。
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・連結決算ベースの「貸借対照表」の概要を記載しております。

・総資産は能代３号などの建設工事の増加などにより，２０１６年度末か
ら７６２億円増の４兆２,２２１億円となりました。

・負債については，固定負債と流動負債の入り繰りはありますが，大きな
変動はありません。

・純資産については，利益剰余金の増加などにより，２０１６年度末から
４３０億円増の７，９８７億円となりました。



9

・連結決算ベースの「損益計算書」の概要を記載しております。

・特別損失には，２０１８年度供給計画において廃止を決定した，緊急設置
電源である秋田５号と東新潟５号などの減損損失を１４９億円計上しており
ます。
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・連結決算ベースの「キャッシュ・フロー計算書」の概要を記載しております。

・２０１６年度に比べ，「投資活動によるキャッシュフロー」のマイナス幅が
拡大したものの，「営業活動によるキャッシュ・フロー」が増加するとともに，
「財務活動によるキャッシュ・フロー」のマイナス幅が縮小した結果，「現金
及び現金同等物」の期末残高が１３９億円増加しました。

・スライドの下段に記載している「ＦＣＦ（フリー・キャッシュ・フロー）」もプラス
となっております。
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・「セグメント情報」の概要を記載しております。

・売上高の増減はありますが，いずれのセグメントでも利益を計上していること
がお分かりいただけると思います。

・また，右側には，主な連結子会社の売上高と営業利益を記載しております。
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・個別決算ベースの「貸借対照表」の概要を記載しております。
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・個別決算ベースの「収支比較表」の概要を記載しております。
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・「２０１８年度 業績見通し・配当予想」を記載しております。

・連結業績予想における売上高は，販売電力量（小売）の減少はあるもの
の，卸電力取引所を活用した取引や他社への電力の卸売の増加に加え，
燃料費調整額の影響などから，２兆１，４００億円程度となる見通しです。

・経常利益は，原子力発電施設解体引当金の積立期間の変更による影響
などにより，８００億円程度となる見通しです。

・親会社株主に帰属する当期純利益は，５００億円程度となる見通しです。

・２０１８年度の配当につきましては，当社を取り巻く事業環境や収支・財務
体質回復の見通しなどを総合的に勘案し，中間配当および期末配当ともに
１株につき２０円を予定しております。

・当社といたしましては，引き続き，最適な電源構成の構築などによるコスト
競争力の強化や，小売・卸売両面からの積極的な電力販売に加えて，
中長期的に効果が持続する構造的なコスト低減のさらなる深掘りと，安全
を最優先に原子力発電所の再稼働に向けてしっかりと取り組みながら，
経営基盤の安定化に努めてまいりたいと考えております。
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・２０１８年度業績見通しの補足として，「個別経常利益の変動要因」を
記載しております。

・原子力発電施設解体引当金の積立期間変更影響などが，減益の要因と
なっております。

以 上
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